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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

提出会社の状況 

 （注）１ 当社は中間連結財務諸表は作成いたしておりませんので、「中間連結会計期間等に係る主要な経営指標等の

推移」については記載いたしておりません。 

２ 売上高には消費税等は含まれておりません。 

３ 持分法を適用した場合の投資損益については、当社は非連結子会社を有するのみであるため記載いたしてお

りません。 

４ 潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益については、潜在株式がないため記載いたしておりません。

５ 純資産額の算定にあたり、第47期中から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基

準第５号）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針

第８号）を適用しております。 

回次 第46期中 第47期中 第48期中 第46期 第47期 

会計期間 

自 平成17年 
４月１日 

至 平成17年 
９月30日 

自 平成18年 
４月１日 

至 平成18年 
９月30日 

自 平成19年 
４月１日 

至 平成19年 
９月30日 

自 平成17年 
４月１日 

至 平成18年 
３月31日 

自 平成18年 
４月１日 

至 平成19年 
３月31日 

売上高 (千円) 27,317,293 28,349,937 29,830,294 54,601,453 57,477,519 

経常利益 (千円) 675,791 397,092 248,330 1,329,721 850,478 

中間（当期）純利益 (千円) 376,563 220,132 93,638 759,792 383,682 

持分法を適用した場合の

投資損益 
(千円) － － － － － 

資本金 (千円) 1,305,700 1,305,700 1,305,700 1,305,700 1,305,700 

発行済株式総数 （株） 9,255,000 9,255,000 9,255,000 9,255,000 9,255,000 

純資産額 (千円) 9,327,587 9,773,168 9,843,542 9,657,632 9,855,687 

総資産額 (千円) 20,183,795 21,103,694 21,688,016 20,241,156 20,880,968 

１株当たり純資産額   1,008円08銭 1,056円25銭 1,063円88銭 1,042円35銭 1,065円18銭 

１株当たり中間（当期） 

純利益 
  40円70銭 23円79銭 10円12銭 80円70銭 41円47銭 

潜在株式調整後１株当た

り中間（当期）純利益 
  － － － － － 

１株当たり配当額   9円00銭 9円00銭 9円00銭 18円00銭 18円00銭 

自己資本比率 （％） 46.2 46.3 45.4 47.7 47.2 

営業活動による 

キャッシュ・フロー 
(千円) 1,247,290 22,198 972,729 1,099,819 △19,203 

投資活動による 

キャッシュ・フロー 
(千円) △273,112 △672,104 △165,982 △349,544 △792,178 

財務活動による 

キャッシュ・フロー 
(千円) △73,833 △83,808 △83,512 △156,894 △167,332 

現金及び現金同等物の 

中間期末（期末）残高 
(千円) 5,138,389 4,097,711 4,575,944 4,831,425 3,852,710 

従業員数 

(外、平均臨時従業員数) 
（名） 588(101) 604(112)  643(105) 604(101) 636(108) 



２【事業の内容】 

 当中間会計期間において、当社が営んでいる事業の内容に重要な変更はありません。 

３【関係会社の状況】 

 当社の非連結子会社の株式会社マルモ・オイエは、解散決議を行い、会社清算中であります。なお、当期の損益に

与える影響は軽微であります。 

４【従業員の状況】 

(1）提出会社の状況 

 （注） 従業員数は就業人員であり、臨時従業員数は、当中間会計期間の平均人員を（ ）外数で記載いたしておりま

す。 

(2）労働組合の状況 

 当社は労働組合はありませんが、労使関係は円満に推移いたしております。 

  平成19年９月30日現在

従業員数（名） 643(105) 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1）業績 

 当中間期は、世界的な食料の需給バランスの変化（ＢＲＩＣＳをはじめ発展途上国の経済成長、人口急増、ヘル

シー志向の強まりなど）や原油高騰による穀物のバイオ燃料への転換、エネルギーコスト自体のアップもあり 

当社の仕入食材コストが急速に上昇し、お客様への売価改定が不十分なため、収益面で大変厳しい状況でした。 

 まだまだ不透明ですが、リストラ効果や円安基調による輸出の好調で企業業績が回復、それに伴う一部人手不

足、人件費のアップ、地価上昇などがあり、景気自体は好況感が続いています。 

ただ、個人所得は実質減少しており、将来への不安から消費支出は厳しい状況で推移しています。 

 外食業界は統計を取り始めて以来、昨年初めて既存店べースで前年実績をクリアーし、その流れは本年上期も続

いています。ただ中味を見ますとファーストフード業態が牽引し、居酒屋、産業給食、ファミリーレストランなど

は低迷が続いています。 

食の外部化が進む中、お客様の「財布のヒモ」が固いまま、また、中食、小売業惣菜と競合もあり「勝ち組」と

「負け組」の差が歴然としてきました。 

 このような市場環境の中、営業政策として「広域営業の組織拡充」を行い、広域展開のお客様にサービスレベル

の向上を行いました。また「地域密着型営業の拡充」を図るべく「土浦営業所」「鹿児島支店」「沖縄営業所」を

新設し全国５１の事業所体制としました。 

基本方針の一つに「行動力アップ」を掲げ、お客様の課題を解決すべく「組織的営業」「ワンツーワンマーケティ

ング」を実践しました。 

営業活動の柱「秋季提案会」も８月～９月にかけ、当社初めての全国１２会場で開催、新製品を業界一早くお客様

に紹介しました。加えてメニュー提案 ヘルスケア市場向け提案 システム提案など、様々な企画を催し、新記録

の５,３００名のお客様の来場をいただき成功裡に終えました。 

また、提案会では 当社女子社員で構成されている「ヘルシーＸプロジェクト」が 女性向け、団塊世代向けのお

いしいヘルシーメニューを紹介しました。「とろろナーラ」「ポカポカ☆カレー茶漬け」は、お客様から絶賛され

４００件強の引き合いをいただきました。 

特に、「とろろナーラ」は、提案会終了後メニュー化したお客様が増えて来ており、ＰＢ商品化の要請もございま

す。 

 商品政策では、「和風惣菜」４品、「アルコール製剤」２品、「大根おろし」の７アイテムを開発・販売しまし

た。上期は、「得」（価格訴求品）の分野の新商品でしたが、下期にむけて「特」（高付加価値商品）の分野の新

商品を開発中でございます。 

上期は、社内で営業スタッフを交え「新商品開発検討委員会」を立ち上げ、お客様ニーズにマッチした安全・安

心・環境・健康に配慮した商品開発をすすめています。 

また、食用油高騰の中、油の節約を促進する食用油還元浄化装置「インスパイヤー」や、ノロウイルス対策に有効

な「クレベリン」の取リ扱い拡大に努めています。 

 

 以上の結果、当期の業績につきまして売上高298億30百万円（前年同期比105.2％、14億80百万円増）、経常利益

2億48百万円（前年同期比62.5％、1億48百万円減）、中間純利益93百万円（前年同期比42.5％、1億26百万円減）

と増収減益となりました。 

（注） 上記金額には消費税等は含まれておりません。 



(2）キャッシュ・フローの状況 

 当中間会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という）の残高は、前年同期と比べ4億78百万円

増加して45億75百万円となりました。各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次の通りであります。 

 （営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 当中間会計期間の営業活動による資金収支は、9億72百万円の収入（前年同期は22百万円の収入）となりまし

た。 

 これは、売上高増加に伴う仕入債務の増加額が7億3百万円であったことが主な要因であります。 

 （投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 当中間会計期間の投資活動による資金収支は、1億65百万円の支出（前年同期は6億72百万円の支出）となりまし

た。 

 これは、有形固定資産の取得額が1億18百万円であったことと新設事業所の保証金の差入による支出額が58百万

円であったことが主な要因であります。 

 （財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 当中間会計期間の財務活動による資金収支は、83百万円の支出（前年同期は83百万円の支出）となりました。 

 これは、前期末配当金の支払額83百万円であったことが主な要因であります。 



２【生産、受注及び販売の状況】 

(1）地域別売上高 

 （注） 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

(2）商品別売上高 

 （注） 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

(3）仕入実績 

商品別仕入高 

 （注） 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

地域別 金額（千円） 前年同期比（％） 

東北・北海道地区 974,884 6.4 

関東・甲信越地区 9,196,477 9.2 

東海地区 2,928,255 7.5 

近畿地区 10,962,425 3.0 

中国・四国地区 3,684,365 1.5 

九州・沖縄地区 2,083,885 3.7 

合計 29,830,294 5.2 

商品別 金額（千円） 前年同期比（％） 

常温食品 12,743,501 4.1 

冷蔵食品 3,012,859 2.6 

冷凍食品 13,143,227 7.1 

酒類 331,116 △1.9 

非食品 599,588 5.2 

合計 29,830,294 5.2 

商品別 金額（千円） 前年同期比（％） 

常温食品 10,847,193 5.0 

冷蔵食品 2,490,015 2.7 

冷凍食品 11,111,820 8.7 

酒類 272,187 △1.9 

非食品 481,369 6.9 

合計 25,202,586 6.3 



３【対処すべき課題】 

① ロ－コスト・オペレーションの実践  

景気動向に揺るがされることなく、継続的に収益を確保できる体質を強化するため、ローコスト・オペレーシ

ョンを目指し、より慎重に費用対効果を検証し、実効性のある予算実績管理機能を発揮していきます。  

② 利益の確保  

当中間期の営業利益の減少を真摯に受け止め、売上総利益率の低下への対処としては、仕入先の選択と集中、

仕入価格の見直しを行い、さらには、国際商品の価格変動への対処としては、信頼のおける仕入先との関係を

強化し、そのリスクを回避していきます。また、販売価格の見直しを行い、自社ブランド商品の開発と販売に

努力していきます。 

自己資本当期純利益率（ROE)は、1.0％であります。その中期的な目標数値である8％台の回復を目指すべく、

利益確保の体制整備を行ってまいります。 

③ 物流体制の整備 

物流費の削減への対処としては、物流機能の強化を目指し、設置した物流部のもと、事業所倉庫内のＩＴ活用

による効率化、配送効率の改善、運行燃費の改善を進めていきます。  

④ 環境問題取組と組織運営への対処 

地球環境保護の観点から全事業所でのISO14001認証取得を目指し、平成13年から5年かけて、平成18年5月、本

社及び卸売部門の事業所45サイトでの認証取得を果し、全社的なISO活動を展開できる体制が整いました。 

この間、社員の環境問題への取組に対する意識が高まり、省エネルギーの推進のみならず商品管理に対する視

点、廃棄物の削減意識も高まり、法令遵守・組織運営の重大さを認識させることができました。 

今後、ISOで習得したPDCAサイクルを本社と全事業所でのマネジメントにも活用し継続的改善を進めることによ

り、会社全体の業務にPDCAをさらに浸透させて、計画段階の精度を上げて、確実な改善に結び付けていきま

す。 

現在、進めている内部統制監査制度の構築に当っても、ISOで培った文書化と管理手法を会社運営に生かせる好

機と捉え、緊張感のある組織運営を行います。  

４【経営上の重要な契約等】 

 特記すべき事項はありません。 

５【研究開発活動】 

 特記すべき事項はありません。 



第３【設備の状況】 

１【主要な設備の状況】 

 当中間会計期間において、前事業年度末に計画中であった重要な設備の新設,拡充について完了したものは、次の

とおりであります。 

 ①新設 

 鹿児島支店の新設については平成19年６月に完了し、７月から事業を開始しております。 

 沖縄営業所の新設については平成19年６月に完了し、７月から事業を開始しております。 

 土浦営業所の新設については平成19年８月に完了し、８月から事業を開始しております。 

 ②拡充 

 南大阪営業所を拡充する計画については、平成19年９月に完了しました。 

２【設備の新設、除却等の計画】 

 （1）設備の新設 

当中間期において新たに確定した設備の新設計画はありません。 

 (2）設備の除却等の計画 

該当事項はありません。  



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

(2）【新株予約権等の状況】 

 該当事項はありません。 

(3）【ライツプランの内容】 

 該当事項はありません。 

(4）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

(5）【大株主の状況】 

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 22,800,000 

計 22,800,000 

種類 
中間会計期間末現在発行
数（株） 
（平成19年９月30日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成19年12月21日） 

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名 

内容 

普通株式 9,255,000 9,255,000 

東京証券取引所
（市場第一部） 
大阪証券取引所 
（市場第一部） 

完全議決権株式で

あり、権利内容に

何ら限定のない当

社における標準と

なる株式 

計 9,255,000 9,255,000 － － 

年月日 
発行済株式総
数増減数 

（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（千円） 

資本金残高
（千円） 

資本準備金増
減額（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

平成19年４月１日 
～ 

平成19年９月30日 
－ 9,255,000 － 1,305,700 － 1,233,690 

  平成19年９月30日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

サンホーム共栄会 大阪市北区豊崎６丁目１１番２７号 590 6.37 

尾家 亮 大阪府吹田市 562 6.08 

有限会社オイエコーポレーション 大阪府吹田市高野台５丁目４番８号 482 5.21 

尾家 美津子 大阪府吹田市 431 4.66 

伊藤忠商事株式会社 東京都港区北青山２丁目５番１号 408 4.42 

尾家 スミ子 大阪府吹田市 373 4.04 

尾家産業従業員持株会 大阪市北区豊崎６丁目１１番２７号 323 3.50 

尾家興産株式会社 大阪府吹田市高野台５丁目４番８号 322 3.48 

尾家 美奈子 大阪府吹田市 244 2.64 

坪田 由季 神戸市東灘区 244 2.64 

計 － 3,984 43.05 



(6）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

②【自己株式等】 

２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

３【役員の状況】 

 前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。 

  平成19年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 
（自己保有株式） 

普通株式       2,500 
－ 

権利内容に何ら限定

のない当社における

標準となる株式 

完全議決権株式（その他） 普通株式   9,243,100 92,431 同上 

単元未満株式 普通株式       9,400 － 同上 

発行済株式総数 9,255,000 － － 

総株主の議決権 － 92,431 － 

  平成19年９月30日現在

所有者の氏名又
は名称 

所有者の住所 
自己名義所有株
式数（株） 

他人名義所有株
式数（株） 

所有株式数の合
計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

（自己保有株式） 

尾家産業株式会社 

大阪市北区豊崎 

六丁目18番１号 
2,500  － 2,500 0.03 

計 － 2,500  － 2,500 0.03 

月別 平成19年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高（円） 950 950 935 930 910 892 

最低（円） 900 895 896 890 820 771 



第５【経理の状況】 

１ 中間財務諸表の作成方法について 

 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38号。

以下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、第47期中間会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）は、改正前の中間財務諸表等規則に基

づき、第48期中間会計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）は、改正後の中間財務諸表等規則に基づ

いて作成しております。 

２ 監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、第47期中間会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日

まで）の中間財務諸表について、並びに、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第48期中間会計期間

（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）の中間財務諸表について、新日本監査法人による中間監査を受けて

おります。 

３ 中間連結財務諸表について 

 中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則（平成11年大蔵省令第24号）第５条２項により、当社で

は、子会社の資産、売上高等からみて、当企業集団の財政状況及び経営成績に関する合理的な判断を妨げない程度に

重要性の乏しいものとして、中間連結財務諸表は作成いたしておりません。 



１【中間連結財務諸表等】 

(1）【中間連結財務諸表】 

 該当事項はありません。 

(2）【その他】 

 該当事項はありません。 



２【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

    
前中間会計期間末 

（平成18年９月30日） 
当中間会計期間末 

（平成19年９月30日） 
前事業年度の要約貸借対照表 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（資産の部）           

Ⅰ 流動資産           

現金及び預金   4,097,711   4,575,944 3,852,710   

受取手形 ※４ 48,805   52,470 35,031   

売掛金   7,223,814   7,186,770 7,177,076   

有価証券   2,000   515,587 217,807   

たな卸資産   1,388,647   1,616,868 1,376,662   

その他   466,024   515,939 601,289   

貸倒引当金   △27,698   △31,226 △31,167   

流動資産合計     13,199,305 62.5 14,432,356 66.5   13,229,409 63.4 

Ⅱ 固定資産           

(1）有形固定資産 ※１         

建物   1,171,772   1,130,632 1,160,493   

建物附属設備   643,279   671,201 608,824   

土地 ※２ 2,216,725   2,226,250 2,226,250   

その他   165,884   154,854 156,945   

有形固定資産合
計 

  4,197,662   19.9 4,182,937 19.3 4,152,513   19.9 

(2）無形固定資産   60,569   0.3 57,161 0.3 60,288   0.3 

(3）投資その他の資
産 

          

投資有価証券   2,180,687   1,000,385 1,425,944   

保証金   1,059,214   1,066,748 1,021,777   

長期性定期預金   －   500,000 500,000   

その他   502,400   631,070 647,652   

貸倒引当金   △96,144   △182,643 △156,618   

投資その他の 
資産合計 

  3,646,157   17.3 3,015,561 13.9 3,438,756   16.4 

固定資産合計     7,904,389 37.5 7,255,659 33.5   7,651,558 36.6 

資産合計     21,103,694 100.0 21,688,016 100.0   20,880,968 100.0 

            

 



    
前中間会計期間末 

（平成18年９月30日） 
当中間会計期間末 

（平成19年９月30日） 
前事業年度の要約貸借対照表 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（負債の部）           

Ⅰ 流動負債           

支払手形 ※４ 1,122   1,863 1,030   

買掛金 ※２ 8,949,906   9,487,199 8,784,991   

未払法人税等   198,397   137,841 45,467   

賞与引当金   317,626   217,000 242,802   

その他 ※３ 825,853   897,863 873,685   

流動負債合計     10,292,906 48.8 10,741,768 49.5   9,947,977 47.6 

Ⅱ 固定負債           

退職給付引当金   695,369   735,877 719,476   

役員退任慰労引
当金 

  183,405   198,333 190,782   

その他   158,845   168,495 167,045   

固定負債合計     1,037,619 4.9 1,102,705 5.1   1,077,303 5.2 

負債合計     11,330,525 53.7 11,844,473 54.6   11,025,281 52.8 

（純資産の部）           

Ⅰ 株主資本           

資本金     1,305,700 6.2 1,305,700 6.0   1,305,700 6.2

資本剰余金           

資本準備金   1,233,690   1,233,690 1,233,690   

資本剰余金合計     1,233,690 5.9 1,233,690 5.7   1,233,690 5.9

利益剰余金           

利益準備金   154,131   154,131 154,131   

その他利益剰
余金 

          

別途積立金   4,600,000   4,600,000 4,600,000   

繰越利益剰余
金 

  2,323,472   2,414,113 2,403,748   

利益剰余金合計     7,077,603 33.5 7,168,244 33.1   7,157,879 34.3

自己株式     △1,776 △0.0 △1,980 △0.0   △1,862 △0.0

株主資本合計     9,615,216 45.6 9,705,654 44.8   9,695,406 46.4

Ⅱ 評価・換算差額等           

その他有価証券
評価差額金 

    157,951 0.7 137,888 0.6   160,280 0.8

評価・換算差額
等合計 

    157,951 0.7 137,888 0.6   160,280 0.8

純資産合計     9,773,168 46.3 9,843,542 45.4   9,855,687 47.2

負債・純資産合
計 

    21,103,694 100.0 21,688,016 100.0   20,880,968 100.0

            



②【中間損益計算書】 

    
前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度の要約損益計算書 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高     28,349,937 100.0 29,830,294 100.0   57,477,519 100.0 

Ⅱ 売上原価     23,558,847 83.1 24,962,379 83.7   47,808,462 83.2 

売上総利益     4,791,089 16.9 4,867,914 16.3   9,669,056 16.8 

Ⅲ 販売費及び一般管
理費 

    4,419,438 15.6 4,585,397 15.4   8,827,003 15.4 

営業利益     371,651 1.3 282,517 0.9   842,053 1.4 

Ⅳ 営業外収益 ※１   47,593 0.2 49,697 0.2   100,766 0.2 

Ⅴ 営業外費用 ※２   22,152 0.1 83,884 0.3   92,341 0.1 

経常利益     397,092 1.4 248,330 0.8   850,478 1.5 

Ⅵ 特別利益 ※３   8,793 0.0 751 0.0   9,393 0.0 

Ⅶ 特別損失 ※４   1,850 0.0 23,059 0.1   136,073 0.2 

税引前中間 
（当期）純利益 

    404,035 1.4 226,022 0.7   723,798 1.3 

法人税、住民税 
及び事業税 

  185,434   125,970 364,127   

法人税等調整額   △1,530 183,903 0.6 6,413 132,383 0.4 △24,011 340,116 0.6 

中間(当期)純利
益 

    220,132 0.8 93,638 0.3   383,682 0.7 

            



③【中間株主資本等変動計算書】 

前中間会計期間（自平成18年４月１日 至平成18年９月30日） 

 （注）平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

 

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己株式 
株主資本
合計 資本準備

金 
資本剰余
金合計 

利益準備
金 

その他利益剰余金 
利益剰余
金合計 別途積立

金 
繰越利益
剰余金 

平成18年３月31日 

残高 

（千円） 

1,305,700 1,233,690 1,233,690 154,131 4,400,000 2,399,714 6,953,845 △1,776 9,491,458 

中間会計期間中の 

変動額 
                 

剰余金の配当（注） 

（千円） 
－ － － － － △83,274 △83,274 － △83,274 

利益処分役員賞与(注） 

（千円） 
－ － － － － △13,100 △13,100 － △13,100 

別途積立金の積立（注） 

（千円） 
－ － － － 200,000 △200,000 － － － 

中間純利益 

（千円） 
－ － － － － 220,132 220,132 － 220,132 

株主資本以外の項目の中間会

計期間中の変動額（純額） 

（千円） 

－ － － － － － － － － 

中間会計期間中の 

変動額合計 

（千円） 

－ － － － 200,000 △76,242 123,757 － 123,757 

平成18年９月30日 

残高 

（千円） 

1,305,700 1,233,690 1,233,690 154,131 4,600,000 2,323,472 7,077,603 △1,776 9,615,216 

 

評価・換算差額等 

純資産合計その他有価
証券評価差
額金 

評価・換算
差額等合計 

平成18年３月31日  

残高 

（千円） 

166,173 166,173 9,657,632 

中間会計期間中の 

変動額 
     

剰余金の配当（注） 

（千円） 
－ － △83,274 

利益処分役員賞与（注） 

（千円） 
－ － △13,100 

別途積立金の積立（注） 

（千円） 
－ － － 

中間純利益 

（千円） 
－ － 220,132 

株主資本以外の項目の中間会

計期間中の変動額（純額） 

（千円） 

△8,221 △8,221 △8,221 

中間会計期間中の 

変動額合計 

（千円） 

△8,221 △8,221 115,536 

平成18年９月30日  

残高 

（千円） 

157,951 157,951 9,773,168 



当中間会計期間（自平成19年４月１日 至平成19年９月30日） 

 

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己株式 
株主資本
合計 資本準備

金 
資本剰余
金合計 

利益準備
金 

その他利益剰余金 
利益剰余
金合計 別途積立

金 
繰越利益
剰余金 

平成19年３月31日 

残高 

（千円） 

1,305,700 1,233,690 1,233,690 154,131 4,600,000 2,403,748 7,157,879 △1,862 9,695,406 

中間会計期間中の 

変動額 
                 

剰余金の配当 

（千円） 
－ － － － － △83,273 △83,273 － △83,273 

自己株式の取得（千円） － － － － － － － △117 △117 

中間純利益 

（千円） 
－ － － － － 93,638 93,638 － 93,638 

株主資本以外の項目の中間会

計期間中の変動額（純額） 

（千円） 

－ － － － － － － － － 

中間会計期間中の 

変動額合計 

（千円） 

－ － － － － 10,364 10,364 △117 10,247 

平成19年９月30日 

残高 

（千円） 

1,305,700 1,233,690 1,233,690 154,131 4,600,000 2,414,113 7,168,244 △1,980 9,705,654 

 

評価・換算差額等 

純資産合計その他有価
証券評価差
額金 

評価・換算
差額等合計 

平成19年３月31日  

残高 

（千円） 

160,280 160,280 9,855,687 

中間会計期間中の 

変動額 
     

剰余金の配当（千円） － － △83,273 

自己株式の取得（千円） － － △117 

中間純利益 

（千円） 
－ － 93,638 

株主資本以外の項目の中間会

計期間中の変動額（純額） 

（千円） 

△22,392 △22,392 △22,392 

中間会計期間中の 

変動額合計 

（千円） 

△22,392 △22,392 △12,145 

平成19年９月30日  

残高 

（千円） 

137,888 137,888 9,843,542 



前事業年度の株主資本等変動計算書（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日） 

 （注）平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

 

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己株式 
株主資本
合計 資本準備

金 
資本剰余
金合計 

利益準備
金 

その他利益剰余金 
利益剰余
金合計 別途積立

金 
繰越利益
剰余金 

平成18年３月31日  
残高 
（千円） 

1,305,700 1,233,690 1,233,690 154,131 4,400,000 2,399,714 6,953,845 △1,776 9,491,458 

事業年度中の変動額                  

剰余金の配当(注) 
（千円） 

－ － － － － △83,274 △83,274 － △83,274 

剰余金の配当 
（千円） 

－ － － － － △83,274 △83,274 － △83,274 

利益処分役員賞与(注) 
（千円） 

－ － － － － △13,100 △13,100 － △13,100 

別途積立金の積立(注) 
（千円） 

－ － － － 200,000 △200,000 － － － 

自己株式の取得 
（千円） 

－ － － － － － － △86 △86 

当期純利益 
（千円） 

－ － － － － 383,682 383,682 － 383,682 

株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額（純額） 
（千円） 

－ － － － － － － － － 

事業年度中の変動額合計 
（千円） 

－ － － － 200,000 4,034 204,034 △86 203,947 

平成19年３月31日  
残高 
（千円） 

1,305,700 1,233,690 1,233,690 154,131 4,600,000 2,403,748 7,157,879 △1,862 9,695,406 

 

評価・換算差額等 

純資産合計その他有価
証券評価差
額金 

評価・換算
差額等合計 

平成18年３月31日  
残高 
（千円） 

166,173 166,173 9,657,632 

事業年度中の変動額      

剰余金の配当(注) 
（千円） 

－ － △83,274 

剰余金の配当 
（千円） 

－ － △83,274 

利益処分役員賞与(注） 
（千円） 

－ － △13,100 

別途積立金の積立(注) 
（千円） 

－ － － 

自己株式の取得 
（千円） 

－ － △86 

当期純利益 
（千円） 

－ － 383,682 

株主資本以外の項目の事業年
度中の変動額（純額） 
（千円） 

△5,892 △5,892 △5,892 

事業年度中の変動額合計 
（千円） 

△5,892 △5,892 198,055 

平成19年３月31日  
残高 
（千円） 

160,280 160,280 9,855,687 



④【中間キャッシュ・フロー計算書】 

    
前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日）

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日）

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日）

区分 
注記
番号

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 営業活動による 
キャッシュ・フロー 

        

税引前中間（当期）
純利益 

  404,035 226,022 723,798 

減価償却費   104,638 102,725 212,079 

貸倒引当金の増加額
（△減少額） 

  △1,357 26,083 71,985 

賞与引当金の増加額
（△減少額） 

  29,850 △25,802 △44,974 

退職給付引当金の増
加額（△減少額） 

  △32,876 16,400 △8,769 

役員退任慰労引当金
の増加額 

  9,121 7,551 16,498 

役員賞与引当金の増
加額（△減少額） 

  － △22,000 22,000 

受取利息及び受取配
当金 

  △18,433 △20,582 △42,643 

複合金融商品評価損   22,121 82,689 92,191 

有形固定資産売却益   △5,634 － △5,634 

有形固定資産除却損   － 130 21,405 

店舗閉鎖損   － － 87,819 

投資有価証券売却益   △865 － △865 

投資有価証券評価損   － 7,977 1,748 

会員権評価損   － 2,857 － 

売上債権の増加額   △1,034,911 △27,132 △974,399 

たな卸資産の増加額   △151,089 △240,206 △139,104 

その他流動資産の減
少額（△増加額） 

  81,216 64,799 △49,231 

営業保証金の増加額   △6,110 △6,795 △18,088 

更生債権等の減少額
（△増加額） 

  2,369 50,076 △130,766 

仕入債務の増加額   878,027 703,040 713,019 

未払金の増加額 
（△減少額） 

  21,885 △18,041 28,051 

未払消費税等の減少
額 

  △19,997 △8,011 △25,126 

未払費用の増加額   98,811 23,420 96,644 

その他流動負債の増
加額（△減少額） 

  △5,258 27,385 △8,642 

その他固定負債の増
加額（△減少額） 

  △200 1,450 8,000 

役員賞与の支払額   △6,550 － △13,100 

小計   368,793 974,037 633,896 

利息及び配当金の受
取額 

  17,688 19,700 42,014 

法人税等の支払額   △364,283 △21,008 △695,115 

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

  22,198 972,729 △19,203 

 



    
前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日）

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日）

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日）

区分 
注記
番号

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅱ 投資活動による 
キャッシュ・フロー 

        

有価証券の売却（償
還）による収入 

  100,000 2,000 100,000 

有形固定資産の取得
による支出 

  △52,897 △118,750 △104,759 

有形固定資産の売却
による収入 

  75,710 － 75,710 

無形固定資産の取得
による支出 

  △14,286 △1,724 △19,055 

投資有価証券の取得
による支出 

  △801,625 △2,278 △833,292 

投資有価証券の売却
等による収入 

  1,391 － 501,391 

保証金の差入による
支出 

  △85 △58,639 △56,674 

保証金の返還等によ
る収入 

  22,403 20,464 50,498 

会員権の売却等によ
る収入 

  1,000 － 1,000 

保険積立金に係る 
保険料の支出 

  △4,538 △4,129 △8,668 

長期性定期預金の預
入による支出 

  － － △500,000 

その他投資の減少額 
（△増加額） 

  823 △2,923 1,671 

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

  △672,104 △165,982 △792,178 

Ⅲ 財務活動による 
キャッシュ・フロー 

        

自己株式の取得によ
る支出 

  － △117 △86 

配当金の支払額   △83,808 △83,395 △167,246 

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

  △83,808 △83,512 △167,332 

Ⅳ 現金及び現金同等物に
係る換算差額 

  － － － 

Ⅴ 現金及び現金同等物の
増加額（△減少額） 

  △733,714 723,234 △978,715 

Ⅵ 現金及び現金同等物の 
期首残高 

  4,831,425 3,852,710 4,831,425 

Ⅶ 現金及び現金同等物の 
中間期末(期末)残高 

  4,097,711 4,575,944 3,852,710 

    



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 

前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 

至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 

（自 平成19年４月１日 

至 平成19年９月30日） 

前事業年度 

（自 平成18年４月１日 

至 平成19年３月31日） 

１ 資産の評価基準及び評価

方法 

(1）有価証券 

子会社株式及び関連会社株式 

……総平均法による原価法 

 (1）有価証券 

 子会社株式及び関連会社株式 

同左  

 (1）有価証券 

子会社株式及び関連会社株式  

同左 

    満期保有目的の債券 

……償却原価法（定額法） 

 その他有価証券 

① 時価のあるもの 

……中間期末日の市場価格等 

に基づく時価法 

（評価差額は全部純資産

直入法により処理し、売

却原価は総平均法により

算定） 

 なお、組込デリバティ

ブを合理的に区分して測

定することができない複

合金融商品については、

複合金融商品全体を時価

評価し、評価差額を当中

間会計期間の損益に計上

している。 

  満期保有目的の債券 

 同左 

 その他有価証券 

① 時価のあるもの 

 同左 

満期保有目的の債券 

 同左 

その他有価証券 

① 時価のあるもの  

……期末日の市場価格等 

に基づく時価法 

（評価差額は全部純資産

直入法により処理し、売

却原価は総平均法により

算定） 

 なお、組込デリバティブ

を合理的に区分して測定

することができない複合

金融商品については、複

合金融商品全体を時価評

価し、評価差額を当事業

年度の損益に計上してい

る。 

   ② 時価のないもの 

 ……総平均法による原価法 

    

(2）たな卸資産 

② 時価のないもの 

  同左 

  

(2）たな卸資産  

 ② 時価のないもの 

 同左 

    

(2）たな卸資産   

   商品 

……月次総平均法による原価

法  

 商品 

同左 

 商品 

同左 

  (3）デリバティブ 

 時価法 

(3）デリバティブ 

同左  

 (3）デリバティブ 

同左 

２ 固定資産の減価償却の方

法 

(1）有形固定資産 

……定率法 

主な耐用年数 

建物     ６～50年 

建物附属設備 ６～23年 

(1）有形固定資産 

同左 

（会計方針の変更） 

法人税法の改正に伴い、当中間

会計期間より、平成19年4月1日

以降に取得した有形固定資産

（建物を除く）について、改正

後の法人税法に基づく減価償却

の方法に変更しております。こ

れによる影響は軽微でありま

す。 

（追加情報） 

当中間会計期間より平成19年3月

31日以前に取得した有形固定資

産（平成10年4月1日以降に取得

した建物を除く）については、

償却可能限度額まで償却が終了

した翌年から5年間で残存価額と

備忘価額の差額を均等償却する

方法によっております。これに

よる影響は軽微であります。 

(1）有形固定資産 

同左 

  (2）無形固定資産 

……定額法 

自社利用のソフトウェア

については、社内におけ

る利用可能期間（５年）

によっております。 

(2）無形固定資産 

同左 

(2）無形固定資産 

同左 

 



項目 

前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 

至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 

（自 平成19年４月１日 

至 平成19年９月30日） 

前事業年度 

（自 平成18年４月１日 

至 平成19年３月31日） 

３ 引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 

 売上債権、貸付金等の貸倒

損失に備えるため、一般債権

については貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の債

権については個別に回収可能

性を検討し、回収不能見込額

を計上いたしております。 

(1）貸倒引当金 

同左 

(1）貸倒引当金 

同左 

  (2）賞与引当金 

 従業員の賞与支給に充てる

ため、支給見込額を計上いた

しております。 

(2）賞与引当金 

同左 

(2）賞与引当金 

同左 

  (3）役員賞与引当金 

────────  

(3）役員賞与引当金 

────────   

(3）役員賞与引当金 

 役員賞与の支給に充てるた

め、支給見込額を計上いたし

ております。 

  (4）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備える

ため、当事業年度末における

退職給付債務及び年金資産の

見込額に基づき、当中間会計

期間末において発生している

と認められる額を計上いたし

ております。 

 数理計算上の差異は、各事

業年度の発生時における従業

員の平均残存勤務期間以内の

一定の年数（10年）による定

額法により按分した額をそれ

ぞれ発生の翌事業年度から費

用処理することといたしてお

ります。 

(4）退職給付引当金 

     同左 

  

  

  

(4）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備える

ため、期末における退職給付

債務及び年金資産の見込額に

基づき期末において発生して

いると認められる額を計上い

たしております。 

 数理計算上の差異は、各事

業年度の発生時における従業

員の平均残存勤務期間以内の

一定の年数（10年）による定

額法により按分した額をそれ

ぞれ発生の翌事業年度から費

用処理することといたしてお

ります。 

  (5）役員退任慰労引当金 

 役員の退任慰労金の支給に

充てるため、会社内規に基づ

く中間会計期間末要支給額を

計上いたしております。 

(5）役員退任慰労引当金 

同左 

(5）役員退任慰労引当金 

 役員の退任慰労金の支給に

充てるため、会社内規に基づ

く期末要支給額を計上いたし

ております。 

４ リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりま

す。 

同左 同左 

５ 中間キャッシュ・フロー

計算書（キャッシュ・フ

ロー計算書）における資

金の範囲 

 手許現金、要求払い預金及び流

動性が高く、容易に換金可能であ

り、かつ、価値の変動について僅

少なリスクしか負わない短期投資

（取得日から３ヶ月以内に満期日

または償還日が到来するもの）を

資金としております。 

同左 同左 

６ その他中間財務諸表（財

務諸表）作成のための基

本となる重要な事項 

消費税等の会計処理 

……税抜方式によっておりま

す。 

消費税等の会計処理 

同左 

消費税等の会計処理 

同左 



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

  ────────    ────────  （役員賞与に関する会計基準） 

 当事業年度から「役員賞与に関する会計

基準」（企業会計基準第4号 平成17年11

月29日）を適用しております。 

 これにより、従来の方法と比較して、営

業利益、経常利益、税引前当期純利益がそ

れぞれ22,000千円減少しております。 

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する

会計基準） 

  当中間会計期間より、「貸借対照表の

純資産の部の表示に関する会計基準」（企

業会計基準第5号 平成17年12月9日）及び

「貸借対照表の純資産の部の表示に関する

会計基準等の適用指針」（企業会計基準適

用指針第8号 平成17年12月9日）を適用し

ております。これによる損益の影響はあり

ません。なお、従来の資本の部に該当する

金額は9,773,168千円です。 

 中間財務諸表等規則の改正により、当中

間会計期間における中間貸借対照表の純資

産の部については、改正後の中間財務諸表

等規則により作成しております。 

  ────────  （貸借対照表の純資産の部の表示に関する

会計基準）   

 当事業年度から「貸借対照表の純資産の

部の表示に関する会計基準」（企業会計基

準第5号 平成17年12月9日）及び「貸借対

照表の純資産の部に関する会計基準の適用

指針」（企業会計基準適用指針第8号 平

成17年12月9日）を適用しております。 

 従来の資本の部の合計に相当する金額は

9,855,687千円であります。なお、財務諸

表等規則の改正により、当事業年度末にお

ける貸借対照表の純資産の部については改

正後の財務諸表等規則により作成しており

ます。       

  

項目 
前中間会計期間末 

（平成18年９月30日） 
当中間会計期間末 

（平成19年９月30日） 
前事業年度末 

（平成19年３月31日） 

※１ 有形固定資産の減価

償却累計額 
2,404,322千円          2,520,239千円         2,425,764千円  

※２ 担保に供している資

産 

      

土地 114,180千円        114,180千円        114,180千円 

上記に対応する債務       

買掛金 159,945 142,377 153,115 

※３ 消費税等の取扱い  仮払消費税等及び仮受消

費税等は相殺のうえ、流動

負債の「その他」に含めて

表示いたしております。 

同左 ――― 

※４ 期末日満期手形  中間期末日満期手形の会

計処理については、手形交

換日をもって決済処理して

おります。なお、当中間会

計期間の末日が金融機関の

休日であったため、次の中

間期末日満期手形が中間期

末残高に含まれておりま

す。 

同左  期末日満期手形の会計処

理については、手形交換日

をもって決済処理しており

ます。なお、当期末日が金

融機関の休日であったた

め、次の期末日満期手形が

期末残高に含まれておりま

す。  

受取手形 5,527千円 6,630千円     4,482千円 

支払手形 651        864        487 



（中間損益計算書関係） 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

※１ 営業外収益のうち主

なもの 
      

受取利息 2,548千円      5,514千円      4,547千円 

※２ 営業外費用のうち主

なもの 

      

  複合金融商品評価損 22,121千円       82,689千円  92,191千円 

※３ 特別利益のうち主な

もの 
      

固定資産売却益       

土地 5,634千円  －千円  5,634千円 

貸倒引当金戻入  －千円      751千円 －千円 

※４ 特別損失のうち主な

もの 
      

  原状回復費用  1,850千円       －千円  －千円 

  固定資産除却損       

建物附属設備 －千円   －千円      4,647千円 

その他  －  130  276 

  ────── ────── ────── 

計     － 130      4,924 

  店舗閉鎖損       

固定資産除却損（建

物附属設備等） 
－千円  －千円      16,481千円 

中途解約違約金   － － 87,819 

解体撤去工事費用  －  －  21,233 

  ────── ────── ────── 

計     － －      125,533 

貸倒引当金繰入額（会

員権） 
－千円 12,000千円 － 千円  

会員権評価損 －千円 2,857千円 － 千円  

投資有価証券評価損  －千円  7,977千円 － 千円  

 ５ 減価償却実施額       

有形固定資産 99,499千円       96,954千円        201,204千円 

無形固定資産 4,412       5,052        9,421 



（中間株主資本等変動計算書関係） 

前中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

１ 発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

２ 配当に関する事項 

(1）配当金支払額 

(2）基準日が当中間会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が中間会計期間末後となるもの 

 
前事業年度末株式
数（株） 

当中間会計期間増
加株式数（株） 

当中間会計期間減
少株式数（株） 

当中間会計期間末
株式数（株） 

発行済株式        

普通株式 9,255,000 － － 9,255,000 

合計 9,255,000 － － 9,255,000 

自己株式        

普通株式 2,307 － － 2,307 

合計 2,307 － － 2,307 

（決議） 
株式の種類 

配当金の総額 
（千円） 

１株当たり配当
額（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年6月22日 

定時株主総会 
普通株式 83,274 9 平成18年3月31日 平成18年6月23日 

（決議） 
株式の種類 

配当金の総額 
（千円） 

配当の原資 
１株当たり配
当額（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年11月2日 

取締役会 
普通株式 83,274  利益剰余金 9 平成18年9月30日 平成18年12月5日



当中間会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

１ 発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注）普通株式の自己株式の株式数の増加130株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。 

２ 配当に関する事項 

(1）配当金支払額 

(2）基準日が当中間会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が中間会計期間末後となるもの 

 
前事業年度末株式
数（株） 

当中間会計期間増
加株式数（株） 

当中間会計期間減
少株式数（株） 

当中間会計期間末
株式数（株） 

発行済株式        

普通株式 9,255,000 － － 9,255,000 

合計 9,255,000 － － 9,255,000 

自己株式        

普通株式 2,394 130 － 2,524 

合計 2,394 130 － 2,524 

（決議） 
株式の種類 

配当金の総額 
（千円） 

１株当たり配当
額（円） 

基準日 効力発生日 

平成19年5月9日 

取締役会 
普通株式 83,273 9 平成19年3月31日 平成19年6月7日 

（決議） 
株式の種類 

配当金の総額 
（千円） 

配当の原資 
１株当たり配
当額（円） 

基準日 効力発生日 

平成19年11月7日 

取締役会 
普通株式 83,272  利益剰余金 9 平成19年9月30日 平成19年12月5日



前事業年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

１ 発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 （注）普通株式の自己株式の株式数の増加は、単元未満株式の買取りによる増加です。 

２ 配当に関する事項 

(1）配当金支払額 

(2）基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの 

 
前事業年度末株式
数（株） 

当事業年度増加株
式数（株） 

当事業年度減少株
式数（株） 

当事業年度末株式
数（株） 

発行済株式        

普通株式 9,255,000 － － 9,255,000 

合計 9,255,000 － － 9,255,000 

自己株式        

普通株式（注） 2,307 87 － 2,394 

合計 2,307 87 － 2,394 

（決議） 
株式の種類 

配当金の総額 
（千円） 

１株当たり配当
額（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年6月22日 

定時株主総会 
普通株式 83,274 9 平成18年3月31日 平成18年6月23日 

平成18年11月2日 

取締役会 
普通株式 83,274 9 平成18年9月30日  平成18年12月5日  

（決議） 
株式の種類 

配当金の総額 
（千円） 

配当の原資 
１株当たり配
当額（円） 

基準日 効力発生日 

平成19年5月9日 

取締役会 
普通株式 83,273  利益剰余金 9 平成19年3月31日 平成19年6月7日 



（中間キャッシュ・フロー計算書関係） 

（リース取引関係） 

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

現金及び現金同等物の中間期末残高

と中間貸借対照表に掲記されている

科目の金額との関係 

     （平成18年9月30日現在） 

現金及び現金同等物の中間期末残高

と中間貸借対照表に掲記されている

科目の金額との関係 

     （平成19年9月30日現在） 

現金及び現金同等物の期末残高と貸

借対照表に掲記されている科目の金

額との関係 

     （平成19年3月31日現在） 

現金及び預金勘定 4,097,711千円

現金及び現金同等

物 
4,097,711 

現金及び預金勘定  4,575,944千円

現金及び現金同等

物 
4,575,944 

現金及び預金勘定 3,852,710千円

現金及び現金同等

物 
3,852,710 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

リース物件の所有権が

借主に移転すると認め

られるもの以外のファ

イナンス・リース取引

に係る注記 

１ リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間期

末残高相当額 

１ リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間期

末残高相当額 

１ リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末残

高相当額 

  
取得価額 
相当額 
（千円） 

減価償却 
累計額
相当額 
（千円） 

中間期末 
残高相当
額 
（千円） 

建物附
属設備 

16,000 13,714 2,285 

車両運
搬具 

696,602 338,398 358,203 

器具備
品 

249,239 149,665 99,574 

ソフト
ウェア 

50,321 39,424 10,897 

合計 1,012,164 541,202 470,961 

  
取得価額 
相当額 
（千円） 

減価償却
累計額
相当額 
（千円）

中間期末 
残高相当
額 
（千円） 

建物附
属設備 

－ － － 

車両運
搬具 

818,895 333,472 485,423 

器具備
品 

174,643 108,752 65,891 

ソフト
ウェア 

38,209 14,861 23,347 

合計 1,031,748 457,086 574,662 

  
取得価額 
相当額 
（千円） 

減価償却 
累計額
相当額 
（千円） 

期末残高
相当額 
（千円） 

建物附
属設備 

16,000 14,857 1,142 

車両運
搬具 

732,566 341,998 390,567 

器具備
品 

216,354 134,978 81,375 

ソフト
ウェア 

45,186 38,807 6,379 

合計 1,010,107 530,641 479,465 

  ２ 未経過リース料中間期末残高相

当額 

２ 未経過リース料中間期末残高相

当額 

２ 未経過リース料期末残高相当額 

  １年内 178,919千円

１年超 297,581 

計 476,500 

１年内    193,679千円

１年超 386,350 

計 580,030 

１年内 175,014千円

１年超 309,705 

計 484,719 

  ３ 支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額 

３ 支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額 

３ 支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額 

  支払リース料 114,517千円

減価償却費相当額 110,820 

支払利息相当額 3,540 

支払リース料 108,134千円

減価償却費相当額 104,817 

支払利息相当額 3,490 

支払リース料 222,607千円

減価償却費相当額 215,504 

支払利息相当額 6,823 

  ４ 減価償却費相当額及び利息相当

額の算定方法 

・減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法によ

っております。 

４ 減価償却費相当額及び利息相当

額の算定方法 

・減価償却費相当額の算定方法 

同左 

４ 減価償却費相当額及び利息相当

額の算定方法 

・減価償却費相当額の算定方法 

同左 

  ・利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の

取得価額相当額との差額を利息

相当額とし、各期への配分方法

については、利息法によってお

ります。 

・利息相当額の算定方法 

同左 

・利息相当額の算定方法 

同左 

  

  

５ オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 

５ オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 

５ オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 

  １年以内 91,999千円

１年超 207,993 

計 299,992 

１年以内     95,568千円

１年超 160,063 

計 255,631 

１年以内 99,587千円

１年超 192,020 

計 291,607 



（有価証券関係） 

１ 満期保有目的の債券で時価のあるもの 

２ その他有価証券で時価のあるもの 

３ 時価評価されていない主な有価証券の内容及び中間貸借対照表計上額 

(1）子会社株式及び関連会社株式 

(2）その他有価証券 

（注）当中間会計期間において、その他有価証券について7,977千円の減損処理を行っております。 

なお、減損処理にあたっては、中間会計期間末における時価が取得原価に比べ50%以上下落した場合には全て減損

処理を行い、30～50%程度下落した場合には、当該金額の重要性、回復可能性等を考慮して必要と認めた額につい

て減損処理を行っております。 

種類 

前中間会計期間末 
（平成18年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成19年９月30日） 

前事業年度末 
（平成19年３月31日） 

中間貸借対
照表計上額 
（千円） 

  時価 
（千円） 

差額 
（千円） 

中間貸借対
照表計上額
（千円） 

  時価 
（千円） 

差額 
（千円） 

貸借対照表
計上額 

（千円） 

   時価 
（千円） 

差額 
（千円） 

国債・地方債等 498,973 497,180 △1,793 499,587 498,540 △1,047 499,280 497,440 △1,840 

合計 498,973 497,180 △1,793 499,587 498,540 △1,047 499,280 497,440 △1,840 

種類 

前中間会計期間末 
（平成18年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成19年９月30日） 

前事業年度末 
（平成19年３月31日） 

取得原価 
（千円） 

中間貸借対
照表計上額 
（千円） 

差額 
（千円） 

取得原価 
（千円） 

中間貸借対
照表計上額
（千円） 

差額 
（千円） 

取得原価 
（千円） 

貸借対照表
計上額 
（千円） 

差額 
（千円） 

株式 162,171 428,333 266,161 175,116 404,239 229,123 172,838 439,659 266,821 

その他 1,102,126 1,079,754 △22,371 602,126 427,245 △174,880 602,126 509,934 △92,191 

合計 1,264,297 1,508,087 243,790 777,242 831,485 54,242 774,964 949,594 174,630 

種類 

前中間会計期間末 
（平成18年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成19年９月30日） 

前事業年度末 
（平成19年３月31日） 

中間貸借対照表計上額 
（千円） 

中間貸借対照表計上額 
（千円） 

貸借対照表計上額 
（千円） 

子会社株式 24,500 24,500 24,500 

合計 24,500 24,500 24,500 

種類 

前中間会計期間末 
（平成18年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成19年９月30日） 

前事業年度末 
（平成19年３月31日） 

中間貸借対照表計上額 
（千円） 

中間貸借対照表計上額 
（千円） 

貸借対照表計上額 
（千円） 

非上場株式 131,125 142,400 150,377 

非公募の内国債券 20,000 18,000 20,000 

合計 151,125 160,400 170,377 



（デリバティブ取引関係） 

（持分法損益等） 

（１株当たり情報） 

（重要な後発事象） 

 該当事項はありません。 

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

（デリバティブ取引の契約額等、時価 

  及び評価損益の状況） 

 当社が当中間会計期間において利

用したデリバティブ取引は、他社株

転換条項付債券の取引のみでありま

す。 

 なお、他社株転換条項付債券に係

る取引については、他社株転換条項

に係るオプション契約が債券に係る

契約と区分されていないため、時価

等に関する事項は「有価証券関係」

の注記に含めて開示しております。 

（デリバティブ取引の契約額等、時価 

  及び評価損益の状況） 

同左 

(デリバティブ取引の契約額等、時価

及び評価損益の状況） 

 当社が当事業年度において利用した

デリバティブ取引は、他社株転換条項

付債券の取引のみであります。 

 なお、他社株転換条項付債券に係る

取引については、他社株転換条項に係

るオプション契約が債券に係る契約と

区分されていないため、時価等に関す

る事項は「有価証券関係」の注記に含

めて開示しております。 

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

当社は、非連結子会社を有するのみ

であり記載する事項はありません。 

同左 同左 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日）

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日）

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日）

１株当たり純資産額 1,056円25銭 1,063円88銭 1,065円18銭 

１株当たり中間（当期）純利益 23円79銭 10円12銭 41円47銭 

   潜在株式調整後１株当

たり中間純利益について

は、潜在株式がないた

め、記載いたしておりま

せん。 

同左  潜在株式調整後１株当

たり当期純利益について

は、潜在株式がないた

め、記載いたしておりま

せん。 

１株当たり中間（当期）純利益の

算定上の基礎 

・中間損益計算書上の中

間純利益 

220,132千円 

・中間損益計算書上の中

間純利益 

93,638千円 

・損益計算書上の当期純

利益 

383,682千円 
  ・普通株式に係る中間純

利益 

220,132千円 

・普通株式に係る中間純

利益 

93,638千円 

・普通株式に係る当期純

利益 

383,682千円 
  ・普通株主に帰属しない

金額の主要な内訳 

該当事項はありませ

ん。 

・普通株主に帰属しない

金額の主要な内訳 

該当事項はありませ

ん。 

 

  ・普通株式の期中平均株

式数 

9,252,693 株 

・普通株式の期中平均株

式数 

9,252,476株 

・普通株式の期中平均株

式数 

9,252,664株 



(2）【その他】 

平成19年11月７日開催の取締役会において第48期の中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。 

（注）平成19年9月30日現在の株式名簿及び実質株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行います。

(1）中間配当金の総額…………………………… 83,272千円 

(2）中間配当金の１株当たりの額……………… 9円00銭 

(3）支払請求の効力発生日及び支払開始日…… 平成19年12月5日 



第６【提出会社の参考情報】 

 当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に次の書類を提出しております。 

有価証券報告書及びその添付書類 

 事業年度（第47期） 自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日 平成19年６月22日近畿財務局長に提出。 

有価証券報告書の訂正報告書 

 事業年度（第47期） 自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日 平成19年11月５日近畿財務局長に提出。 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



独立監査人の中間監査報告書 

    平成18年12月21日

尾家産業株式会社     

  取締役会 御中   

  新日本監査法人   

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 藤  岡  孝  史   ㊞ 

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 西  田  隆  行  ㊞ 

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 竹  川     清  ㊞ 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている尾家産

業株式会社の平成18年4月1日から平成19年3月31日までの第47期事業年度の中間会計期間(平成18年4月1日から平成18年9

月30日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書、中間株主資本等変動計算書及び中間キ

ャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は

独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、尾家産業株式会社の平成18年9月30日現在の財政状態並びに同日を持って終了する中間会計期間（平成18年4月1日か

ら平成18年9月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 ※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)

が別途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

    平成19年12月20日

尾家産業株式会社     

  取締役会 御中   

  新日本監査法人   

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 藤  岡  孝  史   ㊞ 

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 西  田  隆  行  ㊞ 

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 竹  川     清  ㊞ 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる尾家産業株式会社の平成19年4月1日から平成20年3月31日までの第48期事業年度の中間会計期間(平成19年4月1日から

平成19年9月30日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書、中間株主資本等変動計算書及

び中間キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人

の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、尾家産業株式会社の平成19年9月30日現在の財政状態並びに同日を持って終了する中間会計期間（平成19年4月1日か

ら平成19年9月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 ※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)

が別途保管しております。 


	表紙
	本文
	第一部企業情報
	第１企業の概況
	１主要な経営指標等の推移
	２事業の内容
	３関係会社の状況
	４従業員の状況

	第２事業の状況
	１業績等の概要
	２生産、受注及び販売の状況
	３対処すべき課題
	４経営上の重要な契約等
	５研究開発活動

	第３設備の状況
	１主要な設備の状況
	２設備の新設、除却等の計画

	第４提出会社の状況
	１株式等の状況
	(1）株式の総数等
	①株式の総数
	②発行済株式

	(2）新株予約権等の状況
	(3）ライツプランの内容
	(4）発行済株式総数、資本金等の状況
	(5）大株主の状況
	(6）議決権の状況
	①発行済株式
	②自己株式等


	２株価の推移
	当該中間会計期間における月別最高・最低株価
	３役員の状況

	第５経理の状況
	１中間連結財務諸表等
	(1）中間連結財務諸表
	(2）その他

	２中間財務諸表等
	(1）中間財務諸表
	①中間貸借対照表
	②中間損益計算書
	③中間株主資本等変動計算書
	④中間キャッシュ・フロー計算書

	(2）その他


	第６提出会社の参考情報

	第二部提出会社の保証会社等の情報

	監査報告書

	pageform1: 1/35
	pageform2: 2/35
	form1: EDINET提出書類  2007/12/21 提出
	form2: 尾家産業株式会社(401446)
	form3: 半期報告書
	pageform3: 3/35
	pageform4: 4/35
	pageform5: 5/35
	pageform6: 6/35
	pageform7: 7/35
	pageform8: 8/35
	pageform9: 9/35
	pageform10: 10/35
	pageform11: 11/35
	pageform12: 12/35
	pageform13: 13/35
	pageform14: 14/35
	pageform15: 15/35
	pageform16: 16/35
	pageform17: 17/35
	pageform18: 18/35
	pageform19: 19/35
	pageform20: 20/35
	pageform21: 21/35
	pageform22: 22/35
	pageform23: 23/35
	pageform24: 24/35
	pageform25: 25/35
	pageform26: 26/35
	pageform27: 27/35
	pageform28: 28/35
	pageform29: 29/35
	pageform30: 30/35
	pageform31: 31/35
	pageform32: 32/35
	pageform33: 33/35
	pageform34: 34/35
	pageform35: 35/35


